
資料1 出生数の推移と社人研将来推計値

（出所）厚生労働省、国立社会保障人口問題研究所から第一生命経済研究所作成。
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資料2

(注）世帯所得分布は2020年の値。児童は18歳未満の未婚の子を指す。
(出所）厚生労働省「国民生活基礎調査」より第一生命経済研究所が作成。
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所得階級別・20・30代世帯・「児童のいる世帯」が
世帯総数に占める割合と所得分布

日本　 
～子どもを持つことは「ぜいたく」になったのか？～

　少子化が加速している。厚生労働省の月次統計から判
断すると、2022年の出生数は80万人を割れそうだ。コロ
ナ禍の影響は和らいできたにも関わらず、減少ペースも
早まる可能性が高い。2017年に社人研が示した将来推
計人口で見込まれていた2022年の出生数は85.4万人

（出生中位前提）。想定を大きく下振れて少子化が進んで
いる。

　最近は教育費の増加などから、子どもを持つことが「ぜい
たく」になっている、という声が良く聞かれるようになった。
　資料２は厚生労働省の「国民生活基礎調査」から世帯主
が20・30代の世帯総数に占める子どものいる世帯数の
割合について、所得階級別に2000年・2010年・直近公表
値の2020年の値を整理したものである。いずれの年も

「600～1000万円」までは年収が高いほど子どもを持つ
割合が高くなっており、家計の経済環境と子どもを持つこ
とに対する選択には関係があることがうかがえる。そして、
2020年分の値をみると、「300万円未満」、「300～600
万円未満」の層において、子どもを持つ世帯の割合が過

2022年出生数は80万人割れへ

子どもはぜいたく？

去から明確に低下していることがわかる。
　この間の家族観の多様化なども影響していると考えら
れる点には留意が必要だが、特に低中所得層の世帯が子
供を持たない選択をするようになっているという傾向が
確認できる。従来よりも「もっとお金がなければ子どもを
持つことができない」と考える人は増えてきているのでは
ないか。
　同調査によれば、所得階級300～600万円の世帯は
20・30代世帯の6割強を占めている。ボリュームゾーンの
所得階級において、子どもを持つことに対する金銭面で
のハードルが上がっている可能性があることは憂慮すべ
き事態だろう。今年4月には、各省庁に分離していた政府
の子育て政策を包括する「こども家庭庁」が設置される。
子育て世帯への経済面での継続的な支援、セーフティネッ
トの枠組みを包括的に整備することが求められよう。ま
た、子育てに対する金銭不安は老後に対する経済的な不
安とも密接に関連している。政府に求められるのは将来不
安を煽ることではなく、こうすれば子どもを持てる、老後の
不安は解消できる、といった前向きな選択肢を提示するこ
とであり、そのための横断的な制度設計と情報発信であ
る。「子どもはぜいたく」との認識が広がれば、少子化は尚
更深刻になりかねない。

経済調査部　主任エコノミスト　星野 卓也（ほしの たくや）
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